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貸　借　対　照　表
（平成31年3月31日）

（単位：円）

資産の部 負債及び純資産の部

科目 金額 科目 金額

資産の部 負債の部

Ⅰ　固定資産 Ⅰ　固定負債

　１ 有形固定資産 　　資産見返負債

 土地 2,090,306,000 資産見返運営費交付金 367,714,368

 建物 7,681,455,386 資産見返補助金等 122,158,742

 　減価償却累計額 △ 705,455,590 6,975,999,796 資産見返寄附金 12,246,820

 工具器具備品 1,060,864,260 資産見返物品受贈額 450,952,688 953,072,618

 　減価償却累計額 △ 353,362,416 707,501,844 　　長期寄附金債務 6,087,685,957

その他の有形固定資産 3,708,000 　　長期リース債務 9,648,027

 有形固定資産合計 9,777,515,640 　　退職給付引当金 324,298,444

　　資産除去債務 153,280,357

　２ 無形固定資産 固定負債合計 7,527,985,403

 特許権 2,522,153

ソフトウェア 74,024,307 Ⅱ　流動負債

 電話加入権 97,500 　　運営費交付金債務 3,255,479

 特許権仮勘定 21,742,677 　　預り補助金等 1,356,298

　無形固定資産合計 98,386,637 　　寄附金債務 34,901,331

リース債務 9,943,910

　３ 投資その他の資産 　　未払金 293,474,015

 投資有価証券 4,977,646,382 　　未払費用 19,378,825

長期前払費用 6,290,627 　　未払消費税等 17,463,400

 敷金・保証金 146,200,392 　　前受金 4,978,616

 投資その他の資産合計 5,130,137,401 　　預り金 26,637,861

 固定資産合計 15,006,039,678 　　賞与引当金 911,619

流動負債合計 412,301,354

負債合計 7,940,286,757

Ⅱ　流動資産 純資産の部

　　現金及び預金 1,766,203,392 Ⅰ　資本金

　　未収入金 386,249,368 　　地方公共団体出資金 9,080,132,000

　　前払費用 2,385,876 資本金合計 9,080,132,000

　　立替金 32,400

流動資産合計 2,154,871,036 Ⅱ　資本剰余金

　　資本剰余金 3,805,500

　　損益外減価償却累計額 △ 503,266,812

資本剰余金合計 △ 499,461,312

Ⅲ　利益剰余金

　　目的積立金 194,778,480

　　積立金 112,748,160

　　当期未処分利益 332,426,629

　　（うち当期総利益） （332,426,629）

利益剰余金合計 639,953,269

純資産合計 9,220,623,957

資産合計 17,160,910,714 負債純資産合計 17,160,910,714
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損　益　計　算　書
（平成30年4月1日～平成31年3月31日）

（単位：円）

経常費用

　業務費

　職員人件費 1,614,864,481

　その他人件費 74,252,956

　消耗品費 237,334,892

　水道光熱費 147,903,560

　賃借料 330,494,627

　委託費 453,613,704

　減価償却費 260,047,710

　その他の業務費 277,212,183 3,395,724,113

　一般管理費

　役員人件費 47,273,190

　職員人件費 369,031,625

　その他人件費 16,269,848

　消耗品費 10,951,849

　水道光熱費 18,317,497

　賃借料 40,370,091

　委託費 66,089,039

　減価償却費 33,530,888

　その他の一般管理費 62,311,636 664,145,663

　財務費用

　支払利息 401,767 401,767

経常費用　合計 4,060,271,543

経常収益

　運営費交付金収益 2,752,637,666

　手数料収益 444,161,309

　使用料収益 37,097,910

　受講料収益 31,907,512

　研究成果利用等収益 3,866,469

　技術移転会費収益 1,109,040

　受託研究等収益

　地方公共団体等からの受託研究等収益 179,556,651

　その他の受託研究等収益 414,289,046 593,845,697

　補助金等収益 133,802,822

　寄附金収益 80,815,298

　共同研究収益 36,221,204

　科学研究費間接経費収益 7,281,300

　財務収益

　有価証券利息等 23,299,843 23,299,843

　雑益 5,875,066

　資産見返負債戻入

　資産見返運営費交付金戻入 53,385,431

　資産見返補助金等戻入 12,317,361

　資産見返寄附金戻入 4,640,872

　資産見返物品受贈額戻入 169,379,953 239,723,617

経常収益　合計 4,391,644,753

経常利益 331,373,210

臨時損失

固定資産除却損 10,317,554 10,317,554

臨時利益

固定資産売却益 647,999

資産見返寄附金戻入 5,317,674

資産見返物品受贈額戻入 4,999,881 10,965,554

当期純利益 332,021,210

目的積立金取崩額 405,419

当期総利益 332,426,629
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キャッシュ・フロー計算書
（平成30年4月1日～平成31年3月31日）

（単位：円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

　人件費支出 △ 2,096,269,227

　その他の業務支出 △ 1,753,261,669

　その他の支出 △ 27,431,924

　運営費交付金収入 2,881,835,000

　受託収入 578,254,413

　手数料収入 426,760,811

　その他の事業収入 124,811,386

　補助金等収入 218,414,233

　寄附金収入 7,430,071

 預り科研費補助金等の受払 624,293

 その他預り金の受払 △ 5,061,758

　　小計 356,105,629

　利息及び配当金の受取額 88,840,740

　利息の支払額 △ 401,767

業務活動によるキャッシュ・フロー 444,544,602

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　有価証券の償還による収入 199,840,000

　有形固定資産の取得による支出 △ 401,413,774

　無形固定資産の取得による支出 △ 38,834,533

　敷金・保証金の返還による収入 1,607,424

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 238,800,883

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △ 10,011,593

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 10,011,593

Ⅳ　資金増加額 195,732,126

Ⅴ　資金期首残高 1,570,471,266

Ⅵ　資金期末残高 1,766,203,392
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利益の処分に関する書類
(令和元年8月26日)

（単位：円）

Ⅰ　当期未処分利益 332,426,629

当期総利益 332,426,629

Ⅱ　利益処分額

積立金 189,689,021

地方独立行政法人法第40条第3項により

設立団体の長の承認を受けた額

　研究開発、企業支援の充実強化、組織運営の改善及び

　施設・機器の整備等の目的積立金 142,737,608 332,426,629
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行政サービス実施コスト計算書
（平成30年4月1日～平成31年3月31日）

（単位：円）

Ⅰ　業務費用

（１） 損益計算書上の費用

業務費 3,395,724,113

一般管理費 664,145,663

財務費用 401,767

臨時損失 10,317,554 4,070,589,097

（２）（控除）自己収入等

　手数料収益 △ 444,161,309

　使用料収益 △ 37,097,910

　受講料収益 △ 31,907,512

　研究成果利用等収益 △ 3,866,469

　技術移転会費収益 △ 1,109,040

　受託研究等収益 △ 593,845,697

　寄附金収益 △ 80,815,298

　共同研究収益 △ 36,221,204

　財務収益 △ 23,299,843

　雑益 △ 5,875,066

　資産見返寄附金戻入 △ 4,640,872

　資産見返物品受贈額戻入 △ 97,730,618

　臨時利益 △ 10,965,554 △ 1,371,536,392

業務費用　合計 2,699,052,705

Ⅱ　損益外減価償却相当額 251,633,406

Ⅲ　引当外賞与増加見積額 13,478,052

Ⅳ　引当外退職給付増加見積額 98,222,141

Ⅴ　機会費用

（１） 地方公共団体出資の機会費用 0 0

Ⅵ　行政サービス実施コスト 3,062,386,304
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注　記　事　項

Ⅰ 重要な会計方針

  当事業年度より、「『地方独立行政法人会計基準』及び『地方独立行政法人会計基準注解』(平成30年3月30日総務省

告示第125号改訂)」及び「『地方独立行政法人会計基準』及び『地方独立行政法人会計基準注解』に関するＱ＆Ａ (総

務省自治行政局　総務省自治財政局　日本公認会計士協会　平成30年5月改訂)」を適用しています。

　ただし、「地方独立行政法人会計基準」第41及び「地方独立行政法人会計基準注解」注37の規定については、改正法 

の附則 第4条第7項により経過措置を適用していることから、経過措置終了まで、現行セグメント区分に基づくセグメン

ト情報の開示を行っています。

また、「地方独立行政法人会計基準」第79及び「地方独立行政法人会計基準注解」注55及び56の規定については、経

過措置を適用していることから、改訂前の第79及び注55を適用しています。 

1 運営費交付金収益の計上基準

　期間進行基準を採用しています。

　なお、退職一時金及び施設改修費については費用進行基準を採用しています。

2 減価償却の会計処理方法

（1）有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しています。

　なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりとなっています。

　建物 2年～29年

　工具器具備品 2年～10年

　特定の償却資産（地方独立行政法人会計基準第87）にかかる減価償却相当額については、損益外減価償却累計額

として資本剰余金から控除し表示しています。

（2）無形固定資産

定額法を採用しています。

　なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（2年～5年）に基づいています。

（3）リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。

3 引当金の計上基準

（1）退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準

退職一時金については運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は計上していません

が、公益財団法人神奈川科学技術アカデミー（以下「KAST」という。）から引き継いだ職員の退職給付に係る平成

29年3月31日までの退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされないため、退職給付に係る引当

金を計上しています。

また、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、地方独立行政法人会計基準第36に

基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の増加額を計上しています。

（2）賞与に係る引当金及び見積額の計上基準

自己収入により賞与の支払財源措置をする場合には、賞与支払見込額の当事業年度負担額を計上しています。

翌期以降の運営費交付金により財源措置がなされる場合には、賞与に係る引当金は計上していません。

　また、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は、当事業年度末の引当外賞与見積額から

前事業年度末の引当外賞与見積額を控除した額を計上しています。

4 有価証券の評価基準及び評価方法

　満期保有目的の債券

　　償却原価法（定額法）を採用しています。

5 行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

　令和元年5月29日付け事務連絡「地方独立行政法人における行政サービス実施コスト計算書等の機会費用算定の

取扱いについて（留意事項）」（総務省自治行政局、自治財政局）及び平成28年4月25日付け事務連絡「「マイ

ナス金利付き量的・質的金融緩和」の導入を受けた平成27事業年度財務諸表における行政サービス実施コスト計

算書の機会費用算定の取扱いについて（留意事項）」（総務省自治行政局、自治財政局）に基づき、0％で計算し

ています。

6 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっています。

Ⅱ 貸借対照表関係

1 運営費交付金から充当されるべき退職給付見積額 863,050,081 円

(設立団体からの派遣職員、KASTから引き継いだ職員の平成29年3月31日までに対する退職給付見積額は、上記金額から除い

ています。)

2 運営費交付金から充当されるべき賞与見積額 127,756,127 円
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Ⅲ キャッシュ・フロー計算書関係

1 資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金 1,766,203,392 円

資金期末残高 1,766,203,392 円

Ⅳ 行政サービス実施コスト計算書関係

1 引当外退職給付増加見積額の中には、神奈川県からの派遣職員に係るものが2,407,787円が含まれています。

2 機会費用は全て設立団体に係る額となっています。

Ⅴ 資産除去債務関係

1 資産除去債務の内容等

区分 契約によるもの

対象 建物賃借の原状回復

関連法令等 賃貸借契約

種類 建物

対象件数 4件

資産除去債務計上額 153,280,357円

支出発生までの見込期間 4年1ヶ月～33年

適用した割引率 （注）

（注）割引率は賃貸借契約締結年度末時点の国債利回りを採用しています。

2 当該事業年度における当該資産除去債務の総額の増減

期首残高 150,748,135 円

有形固定資産の取得に伴う増加額 7,147,447 円

時の経過による調整額 537,438 円

資産除去債務の履行による減少額 △ 5,152,663 円

153,280,357 円

Ⅵ 減損会計関係

注記事項はありません。

Ⅶ 金融商品関係

1 金融商品の状況に関する事項

　当法人は、資金運用については地方独立行政法人法第43条の規定に基づき、預金、国債、地方債及び政府保証債等に

限定しています。

　資金運用にあたっては内部規程に基づく資金管理計画に従って、現状では、預金、国債、地方債及び政府保証債によ

り運用しています。

2 金融商品の時価等に関する事項

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、以下のとおりであります。

（単位：円）

貸借対照表計上額 時価 差額

（1）投資有価証券及び有価証券 4,977,646,382 5,161,813,200 184,166,818

（2）現金及び預金 1,766,203,392 1,766,203,392 -

（3）未収入金 386,249,368 386,249,368 -

（4）未払金 （293,474,015) （293,474,015) -

（注1）負債に計上されているものは、（）で示しています。

（注2）金融商品の時価の算定方法

（1）投資有価証券及び有価証券

投資有価証券及び有価証券は、取引金融機関から提示された価格によっています。

（2）現金及び預金

現金及び預金は、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。

（3）未収入金

未収入金は、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。

（4）未払金

未払金は、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。

Ⅷ 退職給付関係

1 採用している退職給付制度の概要

　当法人は、職員の退職給付に充てるため、退職一時金制度を採用しています。

　なお、当法人は、KASTとの平成29年4月1日付事業譲渡契約に基づき、同財団から引き継いだ職員の退職給付に係る平成

29年3月31日までの引当金を計上しています。

2 確定給付制度

（1） 退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整 表

期首における退職給付引当金 347,233,600 円

退職給付の支払額 △ 22,935,156 円

期末における退職給付引当金 324,298,444 円

7



Ⅸ 重要な債務負担行為

記載事項はありません。

Ⅹ 重要な後発事象

記載事項はありません。
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川

科
学

技
術

ア
カ

デ
ミ

ー
か

ら
の

無
償

譲
与

9
7
,
5
0
0

-
-

9
7
,
5
0
0

計
3
,
8
0
5
,
5
0
0

-
-

3
,
8
0
5
,
5
0
0

損
益

外
減

価
償

却
累

計
額

△
2
5
1
,
6
3
3
,
4
0
6

△
2
5
1
,
6
3
3
,
4
0
6

-
△

5
0
3
,
2
6
6
,
8
1
2
（

注
1
）

差
　

引
　

計
△

2
4
7
,
8
2
7
,
9
0
6

△
2
5
1
,
6
3
3
,
4
0
6

-
△

4
9
9
,
4
6
1
,
3
1
2

（
注

1
）

当
期

増
加

額
は

、
地

方
独

立
行

政
法

人
会

計
基

準
第

8
7
の

特
定

を
受

け
た

固
定

資
産

の
減

価
償

却
費

相
当

額
で

す
。

資
本

金

資
本

剰
余

金

11



6
積
立
金
等
の
明
細
及
び
目
的
積
立
金
の
取
崩
し
の
明
細

6
-
1
　
積
立
金
及
び
目
的
積
立
金
の
明
細

（
単
位
：
円
）

区
分

期
首
残
高

当
期
増
加
額

当
期
減
少
額

期
末
残
高

摘
要

目
的
積
立
金

-
1
9
5
,
1
8
3
,
8
9
9

4
0
5
,
4
1
9

1
9
4
,
7
7
8
,
4
8
0

積
立
金

-
1
1
2
,
7
4
8
,
1
6
0

-
1
1
2
,
7
4
8
,
1
6
0
増
加
理
由
：
平
成
2
9
年
度
の
利
益
処
分
に
よ
る
も
の

計
-

3
0
7
,
9
3
2
,
0
5
9

4
0
5
,
4
1
9

3
0
7
,
5
2
6
,
6
4
0

6
-
2
　
目
的
積
立
金
の
取
崩
し
の
明
細

（
単
位
：
円
）

区
分

金
額

摘
要

目
的
積
立
金
取
崩
額

4
0
5
,
4
1
9
平
成
3
0
年
度
科
学
技
術
普
及
啓
発
事
業
の
実
施
経
費

計
4
0
5
,
4
1
9

7
運
営
費
交
付
金
債
務
及
び
運
営
費
交
付
金
収
益
の
明
細

7
-
1
　
運
営
費
交
付
金
債
務

（
単
位
：
円
）

交
付
金

当
期
振
替
額

交
付
年
度

期
首
残
高

当
期
交
付
額

運
営
費
交
付
金
収
益

建
設
仮
勘
定
見
返

運
営
費
交
付
金

資
産
見
返
運
営
費

交
付
金

資
本
剰
余
金

小
計

設
立
団
体
へ
返
還

期
末
残
高

平
成
2
9
年
度

2
7
,
4
3
1
,
9
2
4

-
-

-
-

-
-

2
7
,
4
3
1
,
9
2
4

-

平
成
3
0
年
度

-
2
,
8
8
1
,
8
3
5
,
0
0
0

2
,
7
5
2
,
6
3
7
,
6
6
6

-
1
2
5
,
9
4
1
,
8
5
5

-
2
,
8
7
8
,
5
7
9
,
5
2
1

-
3
,
2
5
5
,
4
7
9

計
2
7
,
4
3
1
,
9
2
4

2
,
8
8
1
,
8
3
5
,
0
0
0

2
,
7
5
2
,
6
3
7
,
6
6
6

-
1
2
5
,
9
4
1
,
8
5
5

-
2
,
8
7
8
,
5
7
9
,
5
2
1

2
7
,
4
3
1
,
9
2
4

3
,
2
5
5
,
4
7
9

7
-
2
　
運
営
費
交
付
金
収
益

（
単
位
：
円
）

業
務
等
区
分

平
成
3
0
年
度
交
付
分

合
　
計

期
間
進
行
基
準

2
,
7
1
3
,
0
7
3
,
7
0
5

2
,
7
1
3
,
0
7
3
,
7
0
5

費
用
進
行
基
準

3
9
,
5
6
3
,
9
6
1

3
9
,
5
6
3
,
9
6
1

計
2
,
7
5
2
,
6
3
7
,
6
6
6

2
,
7
5
2
,
6
3
7
,
6
6
6

研
究
開
発
、
企
業
支
援
の
充
実
強
化
、
組
織
運
営
の
改
善
及
び
施
設
・

機
器
の
整
備
等
の
目
的
積
立
金

増
加
理
由
：
平
成
2
9
年
度
の
利
益
処
分
に
よ
る
も
の

減
少
理
由
：
平
成
3
0
年
度
科
学
技
術
普
及
啓
発
事
業
の
実
施
経
費

12



8
運
営
費
交
付
金
以
外
の
設
立
団
体
等
か
ら
の
財
源
措
置
の
明
細

8
-
1
　
施
設
費
の
明
細

該
当
事
項
は
あ
り
ま
せ
ん
。

8
-
2
　
補
助
金
等
の
明
細

（
単
位
：
円
）

左
の
会
計
処
理
内
訳

区
分

当
期
交
付
額

建
設
仮
勘
定
見
返

補
助
金
等

資
産
見
返
補
助
金
等

資
本
剰
余
金

預
り
補
助
金
等

収
益
計
上

摘
要

地
域
ｲ
ﾉ
ﾍ
ﾞ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ
戦
略
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｸ
ﾞ
ﾗ
ﾑ
補
助
金

4
3
,
7
5
0
,
0
0
0

-
-

-
1
0
,
9
5
1

4
3
,
7
3
9
,
0
4
9

地
域
ｲ
ﾉ
ﾍ
ﾞ
ｰ
ｼ
ｮ
ﾝ
・
ｴ
ｺ
ｼ
ｽ
ﾃ
ﾑ
形
成
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｸ
ﾞ
ﾗ
ﾑ
補
助
金

1
2
0
,
0
0
0
,
0
0
0

-
4
2
,
1
6
0
,
8
4
8

-
3
7
,
6
9
2

7
7
,
8
0
1
,
4
6
0

戦
略
的
基
盤
技
術
高
度
化
支
援
事
業
補
助
金

2
,
0
0
0
,
0
0
0

-
-

-
-

2
,
0
0
0
,
0
0
0

自
転
車
等
機
械
振
興
事
業
補
助
金

1
8
,
9
3
6
,
0
0
0

-
1
8
,
9
3
6
,
0
0
0

-
-

-

地
域
新
成
長
産
業
創
出
促
進
事
業
費
補
助
金

2
6
,
6
0
0
,
0
0
0

-
2
6
,
6
0
0
,
0
0
0

-
-

-

中
小
企
業
経
営
支
援
等
対
策
補
助
金

9
,
5
4
3
,
5
6
8

-
4
,
7
7
3
,
6
0
0

-
-

4
,
7
6
9
,
9
6
8

中
小
企
業
知
的
財
産
活
動
支
援
事
業
費
補
助
金

5
,
0
0
0
,
0
0
0

-
-

-
-

5
,
0
0
0
,
0
0
0

基
礎
科
学
研
究
助
成
金

1
,
8
0
0
,
0
0
0

-
-

-
1
,
3
0
7
,
6
5
5

4
9
2
,
3
4
5

計
2
2
7
,
6
2
9
,
5
6
8

-
9
2
,
4
7
0
,
4
4
8

-
1
,
3
5
6
,
2
9
8

1
3
3
,
8
0
2
,
8
2
2
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9
役

員
及

び
職

員
の

給
与

の
明

細

（
単

位
：

千
円

、
人

）

区
分

報
酬

又
は

給
与

退
職

手
当

支
給

額
支

給
人

員
支

給
額

支
給

人
員

役
員

（
3
0
0
）

4
7
,
2
7
3

（
2
）
4

（
-
）
-

（
-
）
-

職
員

（
4
2
,
1
0
9
）

1
,
5
0
4
,
8
7
2

（
1
6
）

2
0
4

（
-
）

2
9
,
0
1
5

（
-
）
3

合
計

（
4
2
,
4
0
9
）

1
,
5
5
2
,
1
4
5

（
1
8
）

2
0
8

（
-
）

2
9
,
0
1
5

（
-
）
3

（
注

１
）

役
員

に
対

す
る

報
酬

及
び

退
職

手
当

の
支

給
基

準
の

概
要

 
 
（

１
）

役
員

報
酬

　
　

 
 
 
 
役

員
に

対
す

る
報

酬
に

つ
い

て
は

、
「

地
方

独
立

行
政

法
人

神
奈

川
県

立
産

業
技

術
総

合
研

究
所

役
員

報
酬

等
規

程
」

に
基

づ
き

支
給

し
て

い
ま

す
。

（
注

２
）

職
員

に
対

す
る

報
酬

及
び

退
職

手
当

の
支

給
基

準
の

概
要

 
 
（

１
）

職
員

給
与

　
　

　
　

職
員

に
対

す
る

給
与

に
つ

い
て

は
、

「
地

方
独

立
行

政
法

人
神

奈
川

県
立

産
業

技
術

総
合

研
究

所
職

員
の

給
与

に
関

す
る

規
程

」
、

「
地

方
独

立
行

政
法

人
神

奈
川

県
立

産
業

技
術

総
合

研
究

所
任

期
付

研
究

員
に

関
す

る

　
　

　
就

業
規

則
」

、
「

地
方

独
立

行
政

法
人

神
奈

川
県

立
産

業
技

術
総

合
研

究
所

研
究

員
等

報
酬

基
準

」
、

「
地

方
独

立
行

政
法

人
神

奈
川

県
立

産
業

技
術

総
合

研
究

所
再

雇
用

職
員

等
に

関
す

る
就

業
規

則
」

及
び

「
地

方
独

立

　
　

　
行

政
法

人
神

奈
川

県
立

産
業

技
術

総
合

研
究

所
契

約
職

員
及

び
非

常
勤

職
員

等
に

関
す

る
就

業
規

則
」

に
基

づ
き

支
給

し
て

い
ま

す
。

 
 
（

２
）

退
職

手
当

　
　

 
 
 
 
職

員
に

対
す

る
退

職
手

当
に

つ
い

て
は

、
「

地
方

独
立

行
政

法
人

神
奈

川
県

立
産

業
技

術
総

合
研

究
所

職
員

の
退

職
手

当
に

関
す

る
細

則
」

に
基

づ
き

支
給

し
て

い
ま

す
。

（
注

３
）

支
給

人
員

は
、

平
成

3
0
年

4
月

1
日

か
ら

平
成

3
1
年

3
月

3
1
日

ま
で

の
平

均
支

給
人

員
数

を
記

載
し

て
い

ま
す

。

（
注

４
）

（
　

　
　

）
は

非
常

勤
の

役
職

員
に

対
す

る
支

給
額

及
び

人
数

を
外

数
で

記
載

し
て

い
ま

す
。

（
注

５
）

上
記

明
細

は
給

与
、

賞
与

、
諸

手
当

の
合

計
額

で
、

法
定

福
利

費
は

含
ま

れ
て

い
ま

せ
ん

。

（
注

６
）

上
記

明
細

に
は

人
材

派
遣

職
員

及
び

臨
時

職
員

に
係

る
人

件
費

は
含

ま
れ

て
い

ま
せ

ん
。
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1
0
科

学
研

究
費

補
助

金
等

の
明

細

（
単

位
：

円
）

種
目

当
期

受
入

件
数

摘
要

　
科

学
研

究
費

補
助

金
（

　
　

 
 
 
5
0
0
,
0
0
0
）

1
　

（
基

盤
研

究
Ｓ

）
1
5
0
,
0
0
0

　
科

学
研

究
費

補
助

金
（

　
 
 
 
1
,
8
0
0
,
0
0
0
）

2
　

（
基

盤
研

究
Ａ

）
5
4
0
,
0
0
0

　
科

学
研

究
費

補
助

金
（

 
 
 
　

8
,
8
2
1
,
0
0
0
）

5
　

（
基

盤
研

究
Ｂ

）
2
,
6
4
6
,
3
0
0

　
科

学
研

究
費

補
助

金
（

　
 
 
 
8
,
7
5
0
,
0
0
0
）

7
　

（
基

盤
研

究
Ｃ

）
2
,
6
2
5
,
0
0
0

　
科

学
研

究
費

補
助

金
（

　
 
 
 
 
 
7
0
0
,
0
0
0
）

1
　

（
挑

戦
的

萌
芽

研
究

）
2
1
0
,
0
0
0

　
科

学
研

究
費

補
助

金
（

 
 
 
　

2
,
5
0
0
,
0
0
0
）

1
　

（
新

学
術

領
域

研
究

）
7
5
0
,
0
0
0

　
科

学
研

究
費

補
助

金
（

　
 
 
 
1
,
2
0
0
,
0
0
0
）

1
　

（
研

究
活

動
ス

タ
ー

ト
支

援
）

3
6
0
,
0
0
0

（
　

　
2
4
,
2
7
1
,
0
0
0
）

合
　

計
1
8

7
,
2
8
1
,
3
0
0

（
注

）
（

）
内

は
直

接
経

費
相

当
額

で
外

数
で

す
。
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1
1
開

示
す

べ
き

セ
グ

メ
ン

ト
情

報

（
単

位
：

円
）

研
究

開
発

技
術

支
援

事
業

化
支

援
人

材
育

成
連

携
交

流
計

法
人

共
通

合
計

Ⅰ
事

業
費

用
、

事
業

収
益

及
び

事
業

損
益

　
事

業
費

用

業
務

費

　
人

件
費

4
5
0
,
3
7
6
,
0
2
5

9
1
3
,
0
9
4
,
3
1
5

1
4
0
,
1
0
5
,
1
3
2

8
9
,
6
5
8
,
2
3
1

2
1
,
6
3
0
,
7
7
8

1
,
6
1
4
,
8
6
4
,
4
8
1

-
1
,
6
1
4
,
8
6
4
,
4
8
1

　
そ

の
他

の
業

務
費

8
2
5
,
6
0
6
,
1
5
7

7
3
7
,
4
4
0
,
8
2
6

1
0
5
,
6
9
9
,
5
3
5

6
7
,
6
6
5
,
2
6
3

4
4
,
4
4
7
,
8
5
1

1
,
7
8
0
,
8
5
9
,
6
3
2

-
1
,
7
8
0
,
8
5
9
,
6
3
2

一
般

管
理

費

　
人

件
費

-
-

-
-

-
-

4
1
6
,
3
0
4
,
8
1
5

4
1
6
,
3
0
4
,
8
1
5

　
そ

の
他

の
一

般
管

理
費

-
-

-
-

-
-

2
4
7
,
8
4
0
,
8
4
8

2
4
7
,
8
4
0
,
8
4
8

財
務

費
用

　
支

払
利

息
4
0
1
,
7
6
7

-
-

-
-

4
0
1
,
7
6
7

-
4
0
1
,
7
6
7

計
1
,
2
7
6
,
3
8
3
,
9
4
9

1
,
6
5
0
,
5
3
5
,
1
4
1

2
4
5
,
8
0
4
,
6
6
7

1
5
7
,
3
2
3
,
4
9
4

6
6
,
0
7
8
,
6
2
9

3
,
3
9
6
,
1
2
5
,
8
8
0

6
6
4
,
1
4
5
,
6
6
3

4
,
0
6
0
,
2
7
1
,
5
4
3

　
事

業
収

益

運
営

費
交

付
金

収
益

5
3
4
,
9
8
4
,
4
6
5

1
,
1
8
7
,
7
7
4
,
0
0
0

1
9
8
,
2
3
0
,
0
0
0

1
1
6
,
0
8
4
,
0
0
0

3
9
,
1
5
7
,
2
4
0

2
,
0
7
6
,
2
2
9
,
7
0
5

6
7
6
,
4
0
7
,
9
6
1

2
,
7
5
2
,
6
3
7
,
6
6
6

手
数

料
収

益
-

4
4
4
,
1
6
1
,
3
0
9

-
-

-
4
4
4
,
1
6
1
,
3
0
9

-
4
4
4
,
1
6
1
,
3
0
9

使
用

料
収

益
-

3
7
,
0
9
7
,
9
1
0

-
-

-
3
7
,
0
9
7
,
9
1
0

-
3
7
,
0
9
7
,
9
1
0

受
講

料
収

益
-

-
-

3
1
,
9
0
7
,
5
1
2

-
3
1
,
9
0
7
,
5
1
2

-
3
1
,
9
0
7
,
5
1
2

研
究

成
果

利
用

等
収

益
-

-
3
,
8
6
6
,
4
6
9

-
-

3
,
8
6
6
,
4
6
9

-
3
,
8
6
6
,
4
6
9

技
術

移
転

会
費

収
益

-
-

1
,
1
0
9
,
0
4
0

-
-

1
,
1
0
9
,
0
4
0

-
1
,
1
0
9
,
0
4
0

受
託

研
究

等
収

益
5
3
2
,
9
6
9
,
1
6
8

3
5
,
0
5
6
,
4
9
7

-
1
0
,
3
0
0
,
0
0
0

1
5
,
5
2
0
,
0
3
2

5
9
3
,
8
4
5
,
6
9
7

-
5
9
3
,
8
4
5
,
6
9
7

補
助

金
等

収
益

9
5
,
8
8
8
,
1
7
6

1
7
,
7
5
0
,
0
0
0

9
,
7
6
9
,
9
6
8

1
,
8
8
6
,
0
6
0

8
,
5
0
8
,
6
1
8

1
3
3
,
8
0
2
,
8
2
2

-
1
3
3
,
8
0
2
,
8
2
2

寄
附

金
収

益
7
2
,
7
7
2
,
6
3
6

1
,
4
6
6
,
8
8
5

-
6
,
1
7
6
,
3
9
6

-
8
0
,
4
1
5
,
9
1
7

3
9
9
,
3
8
1

8
0
,
8
1
5
,
2
9
8

共
同

研
究

収
益

3
6
,
2
2
1
,
2
0
4

-
-

-
-

3
6
,
2
2
1
,
2
0
4

-
3
6
,
2
2
1
,
2
0
4

科
学

研
究

費
間

接
経

費
収

益
7
,
2
8
1
,
3
0
0

-
-

-
-

7
,
2
8
1
,
3
0
0

-
7
,
2
8
1
,
3
0
0

財
務

収
益

2
3
,
2
9
9
,
8
0
3

-
-

-
-

2
3
,
2
9
9
,
8
0
3

4
0

2
3
,
2
9
9
,
8
4
3

雑
益

1
7
3
,
8
8
5

1
,
3
1
1
,
9
6
0

2
0
7
,
8
4
0

-
1
,
2
0
8
,
1
9
6

2
,
9
0
1
,
8
8
1

2
,
9
7
3
,
1
8
5

5
,
8
7
5
,
0
6
6

資
産

見
返

負
債

戻
入

8
8
,
3
7
4
,
7
7
7

1
0
0
,
0
5
0
,
8
5
7

1
7
,
0
8
4
,
4
8
5

7
6
1
,
2
7
6

2
6
1
,
3
8
3

2
0
6
,
5
3
2
,
7
7
8

3
3
,
1
9
0
,
8
3
9

2
3
9
,
7
2
3
,
6
1
7

計
1
,
3
9
1
,
9
6
5
,
4
1
4

1
,
8
2
4
,
6
6
9
,
4
1
8

2
3
0
,
2
6
7
,
8
0
2

1
6
7
,
1
1
5
,
2
4
4

6
4
,
6
5
5
,
4
6
9

3
,
6
7
8
,
6
7
3
,
3
4
7

7
1
2
,
9
7
1
,
4
0
6

4
,
3
9
1
,
6
4
4
,
7
5
3

事
業

損
益

1
1
5
,
5
8
1
,
4
6
5

1
7
4
,
1
3
4
,
2
7
7

△
 
1
5
,
5
3
6
,
8
6
5

9
,
7
9
1
,
7
5
0

△
 
1
,
4
2
3
,
1
6
0

2
8
2
,
5
4
7
,
4
6
7

4
8
,
8
2
5
,
7
4
3

3
3
1
,
3
7
3
,
2
1
0

Ⅱ
臨

時
損

益
等

　
臨

時
損

失

固
定

資
産

除
却

損
1
0
,
3
1
7
,
5
5
2

-
2

-
-

1
0
,
3
1
7
,
5
5
4

-
1
0
,
3
1
7
,
5
5
4

計
1
0
,
3
1
7
,
5
5
2

-
2

-
-

1
0
,
3
1
7
,
5
5
4

-
1
0
,
3
1
7
,
5
5
4

　
臨

時
収

益

固
定

資
産

売
却

益
6
4
7
,
9
9
9

-
-

-
-

6
4
7
,
9
9
9

-
6
4
7
,
9
9
9

資
産

見
返

負
債

戻
入

1
0
,
3
1
7
,
5
5
3

-
2

-
-

1
0
,
3
1
7
,
5
5
5

-
1
0
,
3
1
7
,
5
5
5

計
1
0
,
9
6
5
,
5
5
2

-
2

-
-

1
0
,
9
6
5
,
5
5
4

-
1
0
,
9
6
5
,
5
5
4

　
当

期
純

損
益

1
1
6
,
2
2
9
,
4
6
5

1
7
4
,
1
3
4
,
2
7
7

△
 
1
5
,
5
3
6
,
8
6
5

9
,
7
9
1
,
7
5
0

△
 
1
,
4
2
3
,
1
6
0

2
8
3
,
1
9
5
,
4
6
7

4
8
,
8
2
5
,
7
4
3

3
3
2
,
0
2
1
,
2
1
0

　
目

的
積

立
金

取
崩

額
-

-
-

4
0
5
,
4
1
9

-
4
0
5
,
4
1
9

-
4
0
5
,
4
1
9

　
当

期
総

損
益

1
1
6
,
2
2
9
,
4
6
5

1
7
4
,
1
3
4
,
2
7
7

△
 
1
5
,
5
3
6
,
8
6
5

1
0
,
1
9
7
,
1
6
9

△
 
1
,
4
2
3
,
1
6
0

2
8
3
,
6
0
0
,
8
8
6

4
8
,
8
2
5
,
7
4
3

3
3
2
,
4
2
6
,
6
2
9
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（
単

位
：

円
）

研
究

開
発

技
術

支
援

事
業

化
支

援
人

材
育

成
連

携
交

流
計

法
人

共
通

合
計

Ⅲ
行

政
サ

ー
ビ

ス
実

施
コ

ス
ト

　
業

務
費

用

損
益

計
算

書
上

の
費

用
1
,
2
8
6
,
7
0
1
,
5
0
1

1
,
6
5
0
,
5
3
5
,
1
4
1

2
4
5
,
8
0
4
,
6
6
9

1
5
7
,
3
2
3
,
4
9
4

6
6
,
0
7
8
,
6
2
9

3
,
4
0
6
,
4
4
3
,
4
3
4

6
6
4
,
1
4
5
,
6
6
3

4
,
0
7
0
,
5
8
9
,
0
9
7

（
控

除
）

自
己

収
入

△
 
7
3
5
,
3
5
0
,
6
2
1

△
 
5
5
9
,
9
6
2
,
3
5
3

△
 
6
,
5
8
9
,
8
0
6

△
 
4
9
,
1
4
5
,
1
8
4

△
 
1
6
,
7
2
8
,
2
2
8

△
 
1
,
3
6
7
,
7
7
6
,
1
9
2

△
 
3
,
7
6
0
,
2
0
0

△
 
1
,
3
7
1
,
5
3
6
,
3
9
2

業
務

費
用

合
計

5
5
1
,
3
5
0
,
8
8
0

1
,
0
9
0
,
5
7
2
,
7
8
8

2
3
9
,
2
1
4
,
8
6
3

1
0
8
,
1
7
8
,
3
1
0

4
9
,
3
5
0
,
4
0
1

2
,
0
3
8
,
6
6
7
,
2
4
2

6
6
0
,
3
8
5
,
4
6
3

2
,
6
9
9
,
0
5
2
,
7
0
5

損
益

外
減

価
償

却
相

当
額

3
,
3
2
1
,
5
6
1

1
5
8
,
0
2
5
,
7
7
9

4
1
,
6
9
5
,
6
5
5

1
1
,
3
2
3
,
5
0
3

-
2
1
4
,
3
6
6
,
4
9
8

3
7
,
2
6
6
,
9
0
8

2
5
1
,
6
3
3
,
4
0
6

引
当

外
賞

与
見

積
額

1
,
4
4
8
,
4
1
6

1
8
,
0
3
6
,
0
3
6

△
 
7
,
8
9
6
,
8
6
2

2
1
7
,
6
7
5

-
1
1
,
8
0
5
,
2
6
5

1
,
6
7
2
,
7
8
7

1
3
,
4
7
8
,
0
5
2

引
当

外
退

職
給

付
増

加
見

積
額

7
,
8
3
5
,
9
3
7

5
9
,
4
2
8
,
9
6
3

6
,
2
5
3
,
6
7
5

6
,
3
3
1
,
3
8
8

-
7
9
,
8
4
9
,
9
6
3

1
8
,
3
7
2
,
1
7
8

9
8
,
2
2
2
,
1
4
1

機
会

費
用 地
方

公
共

団
体

出
資

の
機

会
費

用
-

-
-

-
-

-
-

-

行
政

サ
ー

ビ
ス

実
施

コ
ス

ト
5
6
3
,
9
5
6
,
7
9
4

1
,
3
2
6
,
0
6
3
,
5
6
6

2
7
9
,
2
6
7
,
3
3
1

1
2
6
,
0
5
0
,
8
7
6

4
9
,
3
5
0
,
4
0
1

2
,
3
4
4
,
6
8
8
,
9
6
8

7
1
7
,
6
9
7
,
3
3
6

3
,
0
6
2
,
3
8
6
,
3
0
4

Ⅳ
総

資
産 土
地

2
7
,
5
9
2
,
0
3
9

1
,
3
1
2
,
7
1
2
,
1
6
8

3
4
6
,
3
6
3
,
7
0
4

9
4
,
0
6
3
,
7
7
0

-
1
,
7
8
0
,
7
3
1
,
6
8
1

3
0
9
,
5
7
4
,
3
1
9

2
,
0
9
0
,
3
0
6
,
0
0
0

建
物

1
4
9
,
8
1
8
,
5
0
3

4
,
2
2
6
,
4
7
1
,
3
6
9

1
,
0
7
6
,
0
7
2
,
1
7
9

2
9
4
,
4
8
7
,
6
9
1

-
5
,
7
4
6
,
8
4
9
,
7
4
2

1
,
2
2
9
,
1
5
0
,
0
5
4

6
,
9
7
5
,
9
9
9
,
7
9
6

投
資

有
価

証
券

4
,
9
7
7
,
6
4
6
,
3
8
2

-
-

-
-

4
,
9
7
7
,
6
4
6
,
3
8
2

-
4
,
9
7
7
,
6
4
6
,
3
8
2

そ
の

他
の

固
定

資
産

3
6
4
,
0
5
7
,
9
9
6

3
4
2
,
7
5
4
,
1
5
2

1
5
5
,
4
1
6
,
9
8
5

3
,
3
2
0
,
1
5
6

3
,
2
7
7
,
2
7
1

8
6
8
,
8
2
6
,
5
6
0

9
3
,
2
6
0
,
9
4
0

9
6
2
,
0
8
7
,
5
0
0

流
動

資
産

2
7
5
,
5
7
4
,
5
2
7

5
8
,
9
8
3
,
0
5
2

3
3
,
5
8
0
,
3
2
0

2
,
5
2
1
,
0
0
0

1
5
,
5
2
0
,
0
3
2

3
8
6
,
1
7
8
,
9
3
1

1
,
7
6
8
,
6
9
2
,
1
0
5

2
,
1
5
4
,
8
7
1
,
0
3
6

計
5
,
7
9
4
,
6
8
9
,
4
4
7

5
,
9
4
0
,
9
2
0
,
7
4
1

1
,
6
1
1
,
4
3
3
,
1
8
8

3
9
4
,
3
9
2
,
6
1
7

1
8
,
7
9
7
,
3
0
3

1
3
,
7
6
0
,
2
3
3
,
2
9
6

3
,
4
0
0
,
6
7
7
,
4
1
8

1
7
,
1
6
0
,
9
1
0
,
7
1
4

（
注

1
）

セ
グ

メ
ン

ト
区

分
に

つ
い

て
は

、
第

１
期

中
期

目
標

で
定

め
る

事
業

区
分

に
従

い
「

研
究

開
発

」
、

「
技

術
支

援
」

、
「

事
業

化
支

援
」

、
「

人
材

育
成

」
、

「
連

携
交

流
」

、
「

法
人

共
通

」
に

区
分

し
表

示
し

て
い

ま
す

。

（
注

2
）

セ
グ

メ
ン

ト
の

業
務

内
容

　
研

究
開

発
　

　
　

県
内

産
業

等
の

課
題

解
決

を
見

据
え

た
基

礎
研

究
及

び
応

用
研

究
、

中
小

企
業

等
の

開
発

ニ
ー

ズ
と

大
学

等
の

研
究

シ
ー

ズ
を

結
び

付
け

製
品

化
を

目
指

す
橋

渡
し

研
究

等
を

実
施

し
て

い
ま

す
。

　
技

術
支

援
　

　
　

県
内

企
業

が
直

面
す

る
技

術
的

課
題

を
解

決
す

る
技

術
相

談
及

び
開

発
、

試
験

計
測

等
を

実
施

し
て

い
ま

す
。

　
事

業
化

支
援

　
　

中
小

企
業

等
の

新
規

事
業

の
事

業
化

計
画

の
立

案
及

び
実

施
、

Ｉ
ｏ

Ｔ
技

術
導

入
支

援
、

知
的

財
産

支
援

等
を

実
施

し
て

い
ま

す
。

　
人

材
育

成
　

　
　

も
の

づ
く

り
や

製
造

管
理

を
中

心
と

し
た

中
小

企
業

技
術

者
育

成
、

科
学

技
術

理
解

増
進

を
目

指
し

た
理

科
実

験
教

室
の

開
催

等
を

実
施

し
て

い
ま

す
。

　
連

携
交

流
　

　
　

技
術

面
を

中
心

と
し

た
大

学
、

研
究

機
関

、
県

内
企

業
等

の
連

携
交

流
、

情
報

発
信

を
実

施
し

て
い

ま
す

。

（
注

3
）

各
セ

グ
メ

ン
ト

の
う

ち
、

配
賦

不
能

額
は

「
法

人
共

通
」

に
含

め
て

い
ま

す
。

主
な

も
の

は
一

般
管

理
業

務
に

係
る

費
用

、
運

営
費

交
付

金
収

益
及

び
資

産
で

す
。

（
注

4
）

目
的

積
立

金
を

財
源

と
す

る
事

業
費

用
は

人
材

育
成

事
業

4
0
5
,
4
1
9
円

で
す

。
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1
2
上

記
以

外
の

主
な

資
産

、
負

債
、

費
用

及
び

収
益

の
明

細

1
2
-
1
　

現
金

及
び

預
金

の
明

細

（
単

位
：

円
）

種
別

期
末

残
高

備
考

現
金

6
1
5
,
6
1
2

預
貯

金
1
,
7
6
5
,
5
8
7
,
7
8
0

合
計

1
,
7
6
6
,
2
0
3
,
3
9
2

1
2
-
2
　

未
収

入
金

の
明

細

（
単

位
：

円
）

相
手

方
期

末
残

高
備

考

神
奈

川
県

1
2
1
,
1
1
2
,
4
3
2

一
般

社
団

法
人

北
関

東
婦

人
科

が
ん

臨
床

試
験

コ
ン

ソ
ー

シ
ア

ム
1
1
1
,
3
7
2
,
4
3
7

関
東

経
済

産
業

局
3
1
,
6
0
0
,
0
0
0

一
般

社
団

法
人

N
R
G
 
O
n
c
o
l
o
g
y
-
J
a
p
a
n

1
9
,
8
2
1
,
0
8
0

そ
の

他
1
0
2
,
3
4
3
,
4
1
9

合
計

3
8
6
,
2
4
9
,
3
6
8

1
2
-
3
　

長
期

寄
附

金
債

務
の

明
細

（
単

位
：

円
）

相
手

方
期

末
残

高
備

考

公
益

財
団

法
人

神
奈

川
科

学
技

術
ア

カ
デ

ミ
ー

6
,
0
8
7
,
6
8
5
,
9
5
7

合
計

6
,
0
8
7
,
6
8
5
,
9
5
7

1
2
-
4
　

未
払

金
の

明
細

（
単

位
：

円
）

区
分

期
末

残
高

備
考

ヤ
マ

ト
科

学
株

式
会

社
2
5
,
5
2
5
,
8
0
0

株
式

会
社

日
本

医
療

機
器

開
発

機
構

2
0
,
0
0
0
,
0
0
0

湘
南

ロ
ボ

ケ
ア

セ
ン

タ
ー

株
式

会
社

2
0
,
0
0
0
,
0
0
0

職
員

退
職

金
未

払
金

1
7
,
8
9
2
,
2
7
6

そ
の

他
2
1
0
,
0
5
5
,
9
3
9

合
計

2
9
3
,
4
7
4
,
0
1
5
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